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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．平成15年３月期より、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しておりま

す。 

回次 第139期 第140期 第141期 第142期 第143期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

(1）連結経営指標等      

売上高（百万円） 50,586 52,942 51,326 54,251 53,946 

経常利益（百万円） 2,657 4,014 3,262 4,656 2,992 

当期純利益（百万円） 2,155 2,095 1,535 5,639 1,611 

純資産額（百万円） 61,769 61,613 65,396 70,009 75,412 

総資産額（百万円） 103,870 109,548 104,008 98,909 104,898 

１株当たり純資産額（円） 879.57 891.97 949.86 1,025.26 1,105.56 

１株当たり当期純利益（円） 30.68 29.20 21.50 81.22 22.84 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
29.21 27.80 － － － 

自己資本比率（％） 59.5 56.3 62.9 70.8 71.9 

自己資本利益率（％） 3.49 3.40 2.42 8.33 2.22 

株価収益率（倍） 19.9 20.7 29.4 11.1 44.6 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
1,155 6,788 4,071 2,804 3,402 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△724 △6,544 △2,278 △504 △3,329 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△797 3,848 △7,627 △6,393 △2,391 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
21,878 25,910 20,031 15,951 13,753 

従業員数（人） 1,839 1,852 1,833 1,811 1,777 



 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．平成15年３月期より、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しておりま

す。 

回次 第139期 第140期 第141期 第142期 第143期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

(2）提出会社の経営指標等      

売上高（百万円） 50,451 52,776 51,131 54,024 53,798 

経常利益（百万円） 2,462 3,923 3,067 4,419 2,830 

当期純利益（百万円） 2,027 2,033 1,421 5,610 1,517 

資本金（百万円） 5,174 5,174 5,174 5,174 5,174 

発行済株式総数（株） 70,251,484 70,251,484 70,251,484 70,251,484 70,251,484 

純資産額（百万円） 60,112 59,907 63,586 68,178 73,482 

総資産額（百万円） 101,377 107,059 101,250 96,196 102,393 

１株当たり純資産額（円） 855.97 867.24 923.56 998.42 1,077.25 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配当額) 

（円） 

10.00 

(5.00) 

10.00 

(5.00) 

10.00 

(5.00) 

15.00 

(5.00) 

10.00 

(5.00) 

１株当たり当期純利益（円） 28.86 28.29 19.85 80.79 21.45 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
27.53 26.99 － － － 

自己資本比率（％） 59.3 56.0 62.8 70.9 71.8 

自己資本利益率（％） 3.37 3.39 2.30 8.52 2.14 

株価収益率（倍） 21.1 21.3 31.8 11.2 47.5 

配当性向（％） 34.6 35.3 50.4 18.6 46.6 

従業員数（人） 1,737 1,749 1,734 1,720 1,684 



２【沿革】 

明治44年11月 京都新薬堂を創設。 

大正８年９月 株式会社に組織を変更。社名を日本新薬株式会社とする。 

大正９年６月 本社及び工場を京都市下京区壬生下溝町へ移転。 

昭和３年７月 東京出張所（現東京支店）設置。 

昭和４年８月 大正15年４月から探索していた回虫駆除薬サントニン含有の新植物の花蕾から、国産サントニン結晶

2.4ｇを抽出。新植物を「みぶよもぎ」と命名。 

昭和９年５月 京都市西大路八条に西大路工場設置。 

昭和10年２月 「みぶよもぎ」の品種改良。薬用植物研究のため、山科研究圃場（現山科植物資料館）を設置。 

昭和15年５月 国産「サントニン」発売。 

昭和15年９月 大阪支店設置。 

昭和19年10月 サントニン現地生産のため、札幌工場を設置。 

昭和24年６月 京都証券取引所に株式上場。 

昭和29年３月 西大路工場内に総合工場を設置。 

昭和31年３月 大阪証券取引所に株式上場。 

昭和32年２月 本社及び壬生工場を西大路工場（京都工場）敷地内に移転。 

昭和35年８月 黒石製薬株式会社（現連結子会社シオエ製薬株式会社）と提携。 

昭和36年５月 食品事業へ進出。スパイス工場を建設。第１号製品・粉末香辛料「スパイス・ケンダ」発売。 

昭和37年４月 新研究所（現西部創薬研究所３号館）設置。 

昭和37年７月 ローヤル・モーターズ株式会社（現非連結子会社ローヤル株式会社）を設立。 

昭和37年９月 東京証券取引所に株式上場。 

昭和39年７月 東日本の医薬品生産拠点として小田原工場設置。 

昭和41年12月 食品専門工場として盛岡工場設置。 

昭和45年10月 食品技術研究所（現食品開発研究所）設置。 

昭和45年12月 タジマ食品工業株式会社（連結子会社）へ資本参加。 

昭和57年３月 中央研究所本館（現西部創薬研究所１号館）設置。 

平成２年９月 札幌工場廃止。 

平成２年10月 千歳クリエートパーク設置。 

平成３年３月 東京支社設置。 

平成３年４月 デュッセルドルフ事務所開設。 

平成６年４月 西部創薬研究所２号館設置。 

平成９年６月 東部創薬研究所設置。 

平成９年10月 ニューヨーク事務所開設。 

平成11年６月 千歳合成工場を千歳クリエートパーク内に設置。 

平成11年７月 ニューヨーク事務所を現地法人化し、NS Pharma, Inc.（連結子会社）設立。 

平成13年２月 小田原工場敷地内に新製剤棟設置、生産機能を小田原工場に集約化。 

平成13年11月 京都工場閉鎖。 

平成14年５月 NS Pharma, Inc. をニュージャージー州へ移転。 

平成16年６月 東京支社・支店を日本橋へ移転。 



３【事業の内容】 

 当企業集団は、当社、連結子会社３社、非連結子会社１社で構成され、医薬品及び機能食品の製造販売を主な事業

にしております。 

 当企業集団の事業にかかわる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。なお、下記

の「医薬品」及び「機能食品」の２部門は、事業の種類別セグメント情報における区分と同一であります。 

医薬品事業 

 当社が製造・販売するほか、シオエ製薬㈱においても製造・販売を行っております。タジマ食品工業㈱は、原料を

製造し当社に供給しております。また、米国においてはNS Pharma, Inc.が、各種市場調査と臨床試験受託機関との

折衝を行っております。 

機能食品事業 

 当社が製造・販売するほか、タジマ食品工業㈱が受託加工を行っております。また、シオエ製薬㈱からは、商品の

供給を受けております。 

その他の事業 

 非連結子会社ローヤル㈱において、損害保険代理及び生命保険の募集、不動産の賃貸を行っております。 

４【関係会社の状況】 

連結子会社 

 （注） シオエ製薬㈱は、特定子会社に該当しております。 

名称 住所 
資本金又
は出資金 

主要な事業の
内容 

議決権所有
割合（％） 

関係内容 

シオエ製薬株式会社 大阪市中央区 30百万円 
医薬品及び 

食品製造業 
100 

商品（医薬品）の受託販売及

び商品（食品）の購入を行っ

ているほか、社屋の一部を賃

貸している。 

タジマ食品工業株式

会社 
兵庫県豊岡市 50百万円 

医薬品及び 

食品製造業 
84 

製品（食品）の委託加工及び

商品（食品）原料（医薬品）

の購入を行っている。 

NS Pharma, Inc.  

米国 

(ニュージャージ

ー州) 

US$300千 
臨床試験受託

機関との折衝 
100 

米国での各種市場調査と臨床

試験受託機関との折衝を委託

している。 

役員の兼任１名 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社における状況 

 （注） 従業員数は、就業人員数であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員数であります。 

２．年間平均給与は、賞与と基準外賃金を含む税込額であります。 

３．満60歳定年制を採用しております。 

(3）労働組合の状況 

 提出会社の労働組合は、日本化学エネルギー産業労働組合連合会（ＪＥＣ連合）に加盟しており、平成18年３月

31日現在の組合員数は1,058名で労使関係は円満であります。なお、子会社では、労働組合は組織されておりませ

ん。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

医薬品事業 1,453 

機能食品事業 126 

全社（共通） 198 

合計 1,777 

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

1,684 40.9 18.9 7,687 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度のわが国経済は、堅調な企業業績に基づく設備投資の増加、雇用・所得環境の改善による個人消費

の伸びに支えられ、順調に推移してきました。 

 医薬品業界においては、本年4月1日付の薬価基準改定を控えた年度末の買い控えがありましたが、高価格品の売上

の伸びや、後発各メーカーの活発な活動等により、市場は前年に比べ伸びを示しました。一方、少子高齢化の進展に

伴う社会保障財源の悪化に対する医療制度改革の議論が高まる中、将来にわたって医療費抑制策が強化されることは

避けられず、国内では引き続き厳しい市場環境が続いております。 

 食品業界においては消費の低迷、原料高などで厳しい状況が続いておりますが、国民の健康指向による機能性食品

素材の伸びなど明るい兆しも見られます。 

 こうした環境下、当企業集団は堅実な活動を行いましたが、前連結会計年度と比べ花粉飛散量が大幅に減少したこ

とに伴う抗アレルギー剤の売上減少等により、売上高は539億4千6百万円と対前連結会計年度比0.6％の減収となりま

した。収益面では、研究開発費の大幅な増加により、営業利益は26億5千5百万円と対前連結会計年度比42.2％の減

益、経常利益は29億9千2百万円と対前連結会計年度比35.7％の減益、前連結会計年度は当社の厚生年金の代行返上お

よび土地売却に伴う特別利益51億5千1百万円を計上しましたが、当連結会計年度の特別利益の計上は土地売却益2億9

千2百万円で、当期純利益は16億1千1百万円と対前連結会計年度比71.4％の減益となりました。 

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

①医薬品事業 

 当連結会計年度の医薬品事業においては、主力品である頻尿治療剤「ブラダロン」、非ステロイド性鎮痛・抗炎症

剤「ハイペン」、再発・難治性急性前骨髄球性白血病治療剤「トリセノックス」、アズレン含嗽液「アズノールうが

い液」、粘膜防御性胃炎・胃潰瘍治療剤「ガスロンＮ」等が伸長する一方、抗アレルギー剤「リボスチン点眼液」、

「リボスチン点鼻液」、前立腺肥大症治療剤「エビプロスタット」、抗リウマチ剤「オークル」、高血圧・狭心症治

療剤「セレクトール」等の売上は伸び悩みました。特に「リボスチン点眼液」と「リボスチン点鼻液」の2品目の売

上減は花粉飛散量の減少が主たる要因です。こうした状況の下、新発売品として褥瘡・皮膚潰瘍治療剤「ヨードコー

ト軟膏」と再発・難治性急性前骨髄球性白血病治療剤「アムノレイク」の売上が加わりました。その他では、工業所

有権等収益は大幅に減少したものの、合成抗菌剤「プルリフロキサシン」原薬の売上が大幅に伸長いたしました。そ

の結果、売上高は444億6百万円と対前連結会計年度比1.4％の減収となりました。 

 生産については、当企業集団の各工場とも順調に稼働し、高品質な医薬品の安定的供給を果たしました。また、当

社小田原総合製剤工場においては、改正薬事法に基づく医薬品製造業の許可更新が完了しました。 

 

 

②機能食品事業 

 当連結会計年度の機能食品事業においては消費の低迷、原料高などで厳しい状況が続く中、健康食品素材の売上は

伸び悩みましたが、たん白製剤の売上がラインアップの強化と効率的な営業活動により堅調に推移し、売上高は95億

4千万円と対前連結会計年度比3.5％の増収となりました。 

 



(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度は、営業活動によるキャッシュ・フローの34億2百万円の収入はあったものの、投資活動によるキ

ャッシュ・フローの33億2千9百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローの23億9千1百万円の支出となったた

め、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ、21億9千7百万円減少し、137億5千

3百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、棚卸資産の増加、その他流動負債の減少がありましたが、売上債権、その

他流動資産の減少等により、34億2百万円の収入（前連結会計年度28億4百万円の収入）となりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の償還による収入、有形固定資産の売却による収入が減少し、33

億2千9百万円の支出（前連結会計年度5億4百万円の支出）となりました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、特別配当の実施により配当金の支払は増加しましたが、短期借入金返済に

よる支出が減少し、23億9千1百万円の支出（前連結会計年度63億9千3百万円の支出）となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額は、消費税等抜きであります。 

３．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

(2）受注状況 

 当企業集団のほとんどは販売計画に基づいた生産であり、受注状況の記載を省略しております。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額は、消費税等抜きであります。 

２．セグメント間取引については相殺消去しております。 

３．主な相手先への販売実績及び当該販売実績の総販売高に占める割合 

 （注）㈱メディセオホールディングスは平成17年10月1日に㈱パルタックと経営統合し、㈱メディセオパルタックホー

ルディングスと商号変更しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 対前年比（％） 

医薬品事業 39,400 △0.5％ 

機能食品事業 7,092 △3.9％ 

合計 46,493 △1.0％ 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 対前年比（％） 

医薬品事業 44,406 △1.4％ 

機能食品事業 9,540 ＋3.5％ 

合計 53,946 △0.6％ 

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％） 

㈱スズケン 10,530 19.4 10,380 19.2 

㈱メディセオホールデ

ィングス 
7,697 14.2 － － 

㈱メディセオパルタッ

クホールディングス 
－ － 10,320 19.1 

アルフレッサ㈱ 6,834 12.6 7,314 13.6 



３【対処すべき課題】 

 医薬品事業においては、少子高齢化社会が進展する中、医療費抑制のための制度改革が推進され、自己負担率の引

き上げ、薬価の引き下げ、ジェネリック医薬品の使用促進などにより、市場縮小は必然のものとなっています。また

新製品開発に伴う研究開発費の負担が利益を圧迫し、業界を取り巻く環境は今後とも厳しい状況が続くことが予測さ

れます。 

 このような環境下、当企業集団の対処すべき課題として「選択」と「集中」が不可欠です。研究開発面では、得意

領域である泌尿器科領域や重点領域である炎症・アレルギー系領域、さらに社会性の高い血液がんを中心としたがん

治療分野に注力し、成果に結びつけて事業の拡大と社会への貢献を行いたいと考えています。 

 機能食品事業においては、消費者の食の安全に対する要求はますます厳しくなることが予測されますが、医薬品事

業で培った高度な技術と厳しい品質管理ノウハウを活用し、より付加価値の高い製品へ経営資源を投入し、事業の拡

大に努めます。 

 さらに当企業集団全体として、業務効率の向上によるコスト削減の努力を通じて競争力を養い、個性ある、社会か

ら信頼される企業集団を目指し、企業価値を高める事業活動に邁進する所存です。 

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

（1） 法的規制などに関するリスク 

 当企業集団の主事業である医薬品事業と機能食品事業は、薬事法あるいは食品衛生法等の関連法規による厳

格な規制があり、これらの法規の変更が行われる場合、製品の回収や販売の中止を余儀なくされることがあ

り、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  また、高度な情報としての知的財産権の侵害や製造物責任等に関するリスクがあり、経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

（2） 研究開発に関するリスク 

 医薬品の研究開発には、巨額の資金と長い期間を要します。しかし、それが成果として新製品発売や技術導

出として結実する確率は、決して高くありません。有用性が認められなかったり、安全性の問題で、途中で研

究開発を断念する事態にいたった場合、投下した資金が回収できず、場合によっては当企業集団の財政状態や

経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

（3） 副作用に関するリスク 

 医薬品は、十分な安全性試験と厳しい審査を経てから販売が承認されます。しかし、市販後に予測されなか

った副作用があらわれ、販売中止・製品回収を余儀なくされる可能性があります。 

（4） 薬価改定に関するリスク 

 医療用医薬品の販売価格は、わが国の医療保険制度における薬価基準に基づいて設定しますが、この薬価基

準は通常2年に一度の改定で概ね引き下げられます。この引き下げ幅の大きさによっては、当企業集団の経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。 

（5） 製造と仕入れに関する事項 

 当企業集団は製造拠点を集約化し、生産効率を向上させております。その反面、自然災害等により製造拠点

の操業が停止した場合、製品の供給が停止して経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  また商品や重要な原料には、特定の取引先から供給されているものがありますので、その仕入れが停止した

場合、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）技術導出契約等 

（注）１. 上記の契約は、全て提出会社に係るものであります。 

２. アボット社（アメリカ）は、2005年10月28日にクノール社（ドイツ）から契約上の地位を引き継ぎました。  

相手先 
（国名） 

契約の内容 対価の受取 締結年月 有効期間 

明治製菓株式会社 

（日本） 

プルリフロキサシンの共同開

発及び製剤に関する特許権の

実施許諾 

契約一時金 

一定料率のロイヤリティ 
1990.８ 

特許の存続期間又は再

審査期間のいずれか長

い期間 

アンジェリーニ社 

（イタリア） 

プルリフロキサシン製剤に関

する特許権の実施許諾 

契約一時金 

原末供給（ロイヤリティ

含む） 

1993.７ 

発売から15年又は対象

特許の満了日までのい

ずれか長い期間 

アボット社 

（アメリカ） 

二軸型エクストルーダに関す

る特許権の実施許諾 

契約一時金 

売上高に応じた一定料率

のロイヤリティ 

1998.５ 特許満了日 

泰俊製薬 

（韓国） 

マレイン酸イルソグラジン製

剤に関する特許権の実施許諾 

契約一時金 

原末供給（ロイヤリティ含

む） 

2002.９ 発売から６年 

柳韓洋行 

（韓国） 

プルリフロキサシン製剤に関

する特許権の実施許諾 

契約一時金 

原末供給 
2003.２ 発売から10年 

ロシュ社 

（スイス） 

NS-220 製剤に関する特許権の

実施許諾 

契約一時金 

一定料率のロイヤリティ 
2003.９ 

発売から10年又は対象

特許の満了日までのい

ずれか長い期間 

アポゲファ社 

（ドイツ） 

NS-8 製剤に関する特許権の実

施許諾 

契約一時金 

製剤供給（ロイヤリティ含

む） 

2003.10 

発売から15年又は対象

特許の満了日までのい

ずれか長い期間 

オプティマーファ

ーマシューティカ

ル社 

（アメリカ） 

プルリフロキサシン製剤に関

する特許権の実施許諾 

契約一時金 

原末供給（ロイヤリティ含

む） 

2004.６ 

発売から10年又は対象

特許の満了日までのい

ずれか長い期間 

パイオン社 

（ドイツ） 

NS-7 製剤に関する特許権の実

施許諾 

契約一時金 

原末供給 

売上高に応じた一定料率の

ロイヤリティ 

2004.９ 

発売から10年又は対象

特許の満了日までのい

ずれか長い期間 

アイバックス社 

（アメリカ） 

HMN-214 製剤に関する特許権

の実施許諾 

契約一時金 

原末供給 

売上高に応じた一定料率の

ロイヤリティ 

2004.９ 

発売から15年又は対象

特許の満了日までのい

ずれか長い期間 

第一キリン社 

（韓国） 

トリセノックスの独占販売権

許諾 

契約一時金 

製品供給（ロイヤリティ含

む） 

2005.５ 

2017年12月14日、オー

ファンドラッグの独占

的権利が失効する日、

販売承認から10年の、

いずれか長い期間 

イノバイブ社 

（アメリカ） 

NS-187 製剤に関する特許権の

実施許諾 

契約一時金 

売上高に応じた一定料率の

ロイヤリティ 

2005.12 販売期間中 



(2）販売契約等 

 （注）１. 上記の契約は、全て提出会社に係るものであります。 

    ２． アベンティスファーマ株式会社は、2006年１月１日にサノフィ・サンテラボ株式会社と経営統合し、サノ 

      フィ・アベンティス株式会社となりました。 

    ３． CTIテクノロジー社（アメリカ）は、2005年６月10日にセファロン社（アメリカ）へ本契約を譲渡しまし 

          た。 

相手先 
（国名） 

契約の内容 締結年月 有効期間 

エバース社 

（ドイツ） 

エビプロスタット錠の供給、販売契約 1968.４ 契約更新中 

パラフレボンの供給、製造、販売契約 1972.１ 契約更新中 

レコルダティ社 

（イタリア） 

塩酸フラボキサートの供給、製造、販売

契約 
1975.７ 契約更新中 

ファイザー社 

（アメリカ） 
エストラムスチン製剤の供給、販売契約 1980.７ 2007年12月まで 

ワイス社 

（アメリカ） 
エトドラクの供給、製造、販売契約 1984.11 2009年９月まで 

ノバルティス コンシューマー ヘルス社 

（スイス） 
ラクチトールの供給、製造、販売契約 1988.12 

2010年12月まで 

以降３年毎更新 

ヤンセンファーマ株式会社 

（日本） 

リボスチン点鼻液の供給、販売契約 2000.１ 
2010年12月まで 

以降１年毎更新 

リボスチン点眼液の供給、販売契約 2000.９ 
2011年１月まで 

以降１年毎更新 

株式会社日本点眼薬研究所 

（日本） 

アズノールうがい液４％の供給、販売契

約 
2001.７ 

2017年８月まで 

以降１年毎更新 

東光薬品工業株式会社 

（日本） 
アムノレイク錠2mgの供給、販売契約 2001.12 

本製品の上市後 

  15年まで    

  以降１年毎更新

サノフィ・アベンティス株式会社 

（日本） 
オドリック錠の供給、販売契約 2002.８ 

2012年9月まで

以降１年毎更新 

セファロン社 

（アメリカ） 
トリセノックス製剤の供給、販売契約 2002.12 2017年12月まで 

株式会社メドレックス 

（日本） 
ヨードコート軟膏0.9％の供給、販売契約 2004.７ 

本製品の上市後 

  15年まで 

ナイコメッド社 

  
セリプロロールの供給、製造、販売契約 2005.１ 2007年12月まで 



６【研究開発活動】 

 当企業集団は、人々の健康と豊かな生活創りに貢献することを基本理念として、国際的視野に基づく研究開発を志

向し、ターゲットを絞った国際的新薬の創製、高品質の機能食品素材の開発に努めております。 

 当連結会計年度における研究開発費は100億7千1百万円で、対売上高比率18.7％であります。 

 

①医薬品事業 

 第三相試験段階にあります経口鎮痛剤「NS-315（一般名：塩酸トラマドール）」は癌性疼痛での追加臨床試験を準

備中です。同一成分の徐放性経口鎮痛剤「TRK-091」は東レ株式会社と共同で整形外科領域において第二相試験を実

施中です。久光製薬株式会社と共同開発中の吸入ステロイド剤「NS-126」はアレルギー性鼻炎について第三相試験で

の投薬を終えました。同社の癌性疼痛緩和テープ剤「HFT-290」（一般名：クエン酸フェンタニル）は第三相試験段

階にあります。アルコール依存症治療剤「NS-11（一般名：アカンプロセート）」は第二相試験を実施中です。な

お、申請中の過活動膀胱治療剤「ウレスパン（商品名）」は追加臨床試験を実施いたしましたが、目的とした結果が

得られず、申請取り下げを予定しています。 

 海外では、合成抗菌剤「プルリフロキサシン」について、韓国において導出先の柳韓洋行社により第三相試験を実

施中で、さらに導出先の米国オプティマー社により第三相試験が開始されました。経口抗癌剤「HMN-214」は導出先

のテバ社（イスラエル）により第二相試験を準備中です。米国において自社で実施中の肝癌治療剤「NS-9」の第一相

試験での投薬は終了しました。過活動膀胱治療剤「NS-8」は、導出先の独アポゲファ社により第二相試験を実施中で

す。高脂血症治療剤「NS-220」は導出先のスイス・ロシュ社により第一相反復投与試験を実施中です。前臨床段階の

慢性骨髄性白血病治療剤「NS-187」は、昨年末に米国イノバイブ社と導出契約を締結し、今夏からの第一相試験が予

定されています。 

 当連結会計年度の研究開発費は、98億1千5百万円であります。 

 

②機能食品事業 

 当社が中心となって、食品添加物及び健康食品素材の研究開発を行っております。 

 当連結会計年度における研究開発費は2億5千5百万円であります。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

（１）重要な会計方針及び見積り 

  当企業集団の連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されていま

す。この連結財務諸表の作成にあたって、決算日における資産・負債の報告数値および偶発債務の開示、ならびに当

該会計期間における収益・費用の報告数値に与える見積りおよび仮定の設定を行っております。諸引当金および当該

引当計上額、投資等に関する見積りおよび判断に対して、継続的に評価しております。その見積りおよび判断は過去

の実績ならびに状況に即して合理的と考えられるものを基礎としておりますが、見積り等の不確実性があり、実際の

結果は異なる場合があります。 

  当社では、以下の重要な会計方針が 特に当企業集団の連結財務諸表の見積りおよび判断に重要な影響を及ぼして

いると考えております。 

①収益 

当企業集団の売上は、製・商品出荷時を基準としており、卸売業者への販売手数料を回収実績に応じ見積り控除して

おります。 

②諸引当金 

別掲しております引当金の計上基準に基づいて計上しております。 

③投資 

円滑な長期的取引関係の維持のため上場・非上場の少数持分を所有しており、通常時価相当額の一定率を下回った場

合、減損処理をしております 

（２）当連結会計年度の経営成績の分析 

①概要 

  売上高は539億4千6百万円と対前連結会計年度比0.6％の減収となりました。営業利益は26億5千5百万円と対前連結

会計年度比42.2％の減益、経常利益は29億9千2百万円と対前連結会計年度比35.7％の減益、当期純利益は16億1千1百

万円と対前連結会計年度比71.4％の減益となりました。 

②売上高 

  医薬品事業は、抗アレルギー剤の「リボスチン点眼液」と「リボスチン点鼻液」の2品目が、花粉飛散量の大幅な

減少に伴って売上減となり、売上高は444億6百万円と対前連結会計年度比1.4％の減収となりました。 

  機能食品事業は、たん白製剤のラインアップの強化と効率的な営業活動により、売上高は95億4千万円と対前連結

会計年度比3.5％の増収となりました。 

③営業費用 

  営業費用全体では、512億9千1百万円と対前連結会計年度比3.3％の増加となりました。 

  過活動膀胱治療剤「ウレスパン」の追加臨床試験の費用により「研究開発費」が大幅に増加したことによるもので

す。 

④営業外損益 

  営業外損益の純額では、3億3千7百万円の利益と、前連結会計年度に比べ2億7千7百万円改善しました。 

  為替差益の増加と寄付金の減少などによるものです。 

⑤特別損益 

  当連結会計年度の特別利益は土地の売却益2億9千2百万円で、前連結会計年度に比べ大きく減少しました。 

  前連結会計年度の特別損益の純額は49億7千2百万円で、当社の厚生年金の代行返上および土地の売却に伴う特別利

益が51億5千1百万円と、連結子会社タジマ食品工業の水害による生産設備等の被害に伴う特別損失が1億7千8百万円

がありました。 

⑥法人税等 

  法人税等の減少は、減益による課税所得の減少によるものです。 



（３）経営成績に重要な影響を与える要因について 

  当企業集団あるいは業界を取り巻く環境は非常に厳しいものがあります。医療用医薬品をめぐる環境は医療政策や

健康保険制度の動向に左右されますし、大手製薬企業同士の統合が発表されるなど世界市場のポジション確保にむけ

た競争も激化しております。また、食品業界も消費者の食の安全に対する要求はますます厳しくなることが予測され

ます。このような環境の変化が短期の業績に大きく影響を与えるものと思われます。 

  長期の視点では、巨額の費用と時間を要する研究開発活動の成否が当企業集団の発展の鍵をにぎるものと判断いた

しております。 

（４）戦略的現状と見通し 

  当企業集団は、経営理念に掲げる人々の健康と豊かな生活創りに貢献するため、医薬品、食品を問わずオリジナル

かつユニークな製品開発を継続し、強固で競争力に溢れた企業集団を志向しています。そのためには「高品質な製品

の提供」のみならず「収益性の高い会社、高資質な人、機動的な組織」づくりが不可欠であり、質の高い企業集団を

目指しております。 

  平成18年度の見通しは、売上高は555億円を見込んでおります。利益面では、研究開発費の負担が減り、営業利益

44億円、経常利益47億円、当期純利益26億5千万円を見込んでいます。 

（５）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

  当企業集団の資金状況は、当連結会計年度が21億9千7百万円の支出で、前連結会計年度が40億8千万円の支出であ

りましたので、現金及び現金同等物の支出は対前連結会計年度比18億8千3百万円の減少となりました。 

  営業活動によるキャッシュ・フローは、棚卸資産の増加、その他流動負債の減少がありましたが、売上債権、その

他流動資産の減少等により、対前連結会計年度に比べ5億9千8百万円増加して34億2百万円の収入となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の償還による収入、有形固定資産の売却による収入が減少し、前

連結会計年度に比べ28億2千5百万円減少して33億2千9百万円の支出となりました。 

  財務活動によるキャッシュ・フローは、特別配当の実施により配当金の支払は増加しましたが、短期借入金返済に

よる支出が減少し、前連結会計年度に比べ40億2百万円増加して23億9千1百万円の支出となりました。 

（６）経営者の問題認識と今後の方針について 

  当企業集団の事業は 法的規制あるいは制度から導かれる経済政策に影響を大きく受けます。また、新たな医薬品

を創製するためには 巨額の投資資金が必要となってまいります。このためには資金の効率的運用を図りながらも高

い流動性を確保する必要があります。 

  医薬品事業においては、ライフサイクルが長く、特徴のある製品開発、質の高いプロモーション体制、機動的かつ

信頼性の高い生産体制を通じて、事業価値の最大化を目指します。研究開発面では、得意領域である泌尿器科領域や

重点領域である炎症・アレルギー系領域、さらに社会性の高い血液がんを中心としたがん治療分野に注力し、成果に

結びつけて事業の拡大と社会への貢献を行いたいと考えています。 

  機能食品事業においては、自社の強みが活かせる分野に経営資源を集中し、安定的な収益体質と強固な事業基盤の

構築を目指します。 

  さらに、幹部職から一般社員に至るまで、配置、処遇、育成等、一貫性のある人事諸制度を構築し、基幹部門を中

心に活発かつ適材適所の人員配置を実行し、業務改革や業務改善を通じ、より効率的で横断的な組織の構築に取り組

みます。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計期間の設備投資額は、研究開発設備・機器、製造設備への投資等により、11億8千4百万円となりまし

た。このうち無形固定資産への投資は6千4百万円であります。 

 医薬品事業では、9億3千8百万円の設備投資を行いました。その主な内容は、研究開発設備・機器、製造設備であ

ります。 

 機能食品事業では、2億4千5百万円の設備投資を行いました。その主な内容は、製造設備であります。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 （注） 帳簿価額には建設仮勘定を含んでおりません。 

(2）国内子会社 

 （注） 帳簿価額には建設仮勘定を含んでおりません。 

  （平成18年３月31日現在）

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数
（名） 建物及び

構築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積㎡) 

工具・器
具・備品 

合計 

本社及び研究所 

（京都市南区） 

全社共通 

医薬品事業 

機能食品事業 

生産及び研究

開発設備 

その他の設備 

2,890 117 
1,860 

(29,292) 
749 5,616 711 

東部創薬研究所 

（つくば市） 
医薬品事業 

医薬品研究開

発設備 
999 3 

1,519 

(18,107) 
121 2,642 32 

小田原総合製剤工場 

（小田原市） 
医薬品事業 

医薬品生産設

備 
2,970 1,262 

240 

(62,853) 
115 4,587 182 

千歳クリエートパーク 

（千歳市） 

医薬品事業 

機能食品事業 

医薬品及び食

品生産設備 
981 286 

455 

(56,759) 
29 1,751 27 

盛岡工場 

（盛岡市） 
機能食品事業 食品生産設備 70 88 

2 

(15,644) 
9 169 29 

東京支社及び東京支店 

（東京都中央区） 

全社共通 

医薬品事業 

機能食品事業 

その他の設備 435 － 
3,213 

(670) 
33 3,681 81 

大阪支店 

（大阪市中央区） 
医薬品事業 同上 25 0 

34 

(952) 
3 62 54 

  （平成18年３月31日現在）

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数
（名） 建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
(面積㎡) 

工具・器
具・備品 

合計 

シオエ製薬

㈱ 

本社及び尼崎

工場 

（大阪市他） 

医薬品事業 

機能食品事業 

医薬品食品生

産設備 
476 89 

1 

(5,861) 
15 582 51 

タジマ食品

工業㈱ 

本社及び工場 

（兵庫県豊岡

市） 

医薬品事業 

機能食品事業 

医薬品食品生

産設備 
412 210 

142 

(19,803) 
6 772 39 



(3）在外子会社 

３【設備の新設、除却等の計画】 

重要な設備の新設 

 （注）１．今後の要支払額の資金調達については、自己資金によりまかなう予定であります。 

２．金額は消費税等抜きであります。 

  （平成17年12月31日現在）

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数
（名） 建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
(面積㎡) 

工具・器
具・備品 

合計 

NS Pharma, 

Inc. 

本社 

(米国ニュージ

ャージー州） 

医薬品事業 その他の設備 －  －  －  3 3 3 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

投資予定額 

着手年月 完了予定年月 
総額 

（百万円） 
既支払額 
（百万円） 

 （提出会社）       

 各工場 
 医薬品事業 

 機能食品事業 
 生産設備 1,300 12  平成17年4月 平成19年3月 

 各研究所  医薬品事業  研究設備 1,000 0   平成17年4月  平成19年3月 

 本社他 
 医薬品事業 

 機能食品事業 
 その他の設備 1,000 101   平成17年4月  平成19年3月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 上記は、普通株式１株を1.2株に分割したことによるものであります。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 200,000,000 

計 200,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数(株)
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数(株) 
（平成18年６月30日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 70,251,484 70,251,484 
東京証券取引所 
大阪証券取引所 
各市場第一部 

－ 

計 70,251,484 70,251,484 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成７年５月19日 11,708 70,251 － 5,174 － 4,438 



(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式2,089,792株は「個人その他」に2,089単元及び「単元未満株式の状況」に792株含めて記載してお

ります。 

なお、自己株式2,089,792株は株主名簿記載上の株式数であり、平成18年３月31日現在の実保有株式数は、

2,088,792株であります。 

        ２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1単元含まれております。 

(5）【大株主の状況】 

 （注） 上記所有株式数のうち信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社2,641千株、日本マスタートラスト信託銀行株式会社1,899千株

  平成18年3月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） - 62 26 117 102 - 5,382 5,689 -  

所有株式数（単元） - 31,334 352 7,188 10,996 - 19,139 69,009 1,242,484 

所有株式数の割合

（％） 
- 45.41 0.51 10.42 15.93  - 27.73 100 -  

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

明治安田生命保険相互会社 
東京都中央区晴海１丁目8－12晴海アイラン

ドトリトンスクエアオフィスタワーZ棟 
6,670 9.49 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 3,374 4.80 

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 3,345 4.76 

株式会社京都銀行 京都市下京区烏丸通松原上ル薬師前町700 3,090 4.40 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 2,641 3.76 

ソシエテ ジエネラル バンク

アンド トラスト 
東京都中央区日本橋３丁目１１－１ 2,248 3.20 

東京海上日動火災保険株式会

社 
東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 1,958 2.79 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目１１－３ 1,899 2.70 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６－３ 1,732 2.47 

第一生命保険相互会社 
東京都中央区晴海１丁目8－12晴海アイラン

ドトリトンスクエアオフィスタワーZ棟 
1,652 2.35 

計 － 28,611 40.73 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。   

 なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数1個が含まれておりません。 

②【自己株式等】 

 （注） このほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式（1,000株）があります。 

なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含めております。 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,088,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 66,921,000 66,919 － 

単元未満株式 普通株式  1,242,484 － 
1単元（1,000株）未満の

株式 

発行済株式総数 70,251,484 － － 

総株主の議決権 － 66,919 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

日本新薬株式会社 
京都市南区吉祥院 

西ノ庄門口町14番地 
2,088,000 － 2,088,000 2.97 

計 － 2,088,000 － 2,088,000 2.97 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

           該当事項はありません。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ニ【取得自己株式の処理状況】 

 該当事項はありません。 

ホ【自己株式の保有状況】 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  平成18年6月29日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 1,711,000 



(２）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は企業価値の最大化を目指す基本方針に基づき、研究開発体制を強化して開発パイプラインの充実に取り組む

とともに、激化する競争に耐え得る企業体制の整備を行うための内部留保の充実を図り、更なる経営基盤の強化に努

めます。 

 株主の皆様への適切な利益還元については、継続的かつ安定的配当の実行を基本方針として、普通配当年10円を利

益配分の基本として実施してきました。今後は業績連動型の配当として連結配当性向30%前後の配当を行う方針です

が、安定配当として年間10円の配当金は最低限維持してまいります。剰余金の配当につきましては、従来どおり中間

期末日と期末日の年2回を基準日として、金銭により実施することを予定しています。 

  また、資本効率の向上による株主利益の増大を図ることを目的に、自己株式の取得に機動的に取り組んでまいりま

す。 

  当期の配当金については、既に支払い済みの中間配当金1株当たり5円（普通配当）および期末配当金1株当たり5円

（普通配当）、年間では1株当たり10円としました。 

  なお、第143期の中間配当についての取締役会の決議は、平成17年11月11日に行っております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高及び最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高及び最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第139期 第140期 第141期 第142期 第143期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 917 719 696 1,000 1,060 

最低（円） 553 489 574 580 820 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 932 951 994 1,048 1,015 1,060 

最低（円） 850 898 903 893 940 908 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

社長 
 初山 一登 昭和21年７月14日 

昭和44年４月 当社入社 

平成６年５月 東京支社開発部長 

平成７年３月 学術部長 

平成９年４月 営業本部副本部長 

平成11年４月 医薬学術部長 

平成11年６月 取締役就任 

平成11年６月 営業本部長 

平成12年６月 常務取締役就任 

平成13年６月 代表取締役社長就任（現任）

24 

常務取締役 

人事、社員、

総務・環境、

信頼性保証担

当 

柴田 芳久 昭和16年12月14日 

昭和41年４月 当社入社 

平成３年７月 研究開発室山科研究所長 

平成５年４月 創薬研究本部創薬第二研究所長 

平成６年３月 名古屋支店学術部長 

平成８年４月 研開企画本部薬事総括部長 

平成10年４月 医薬情報センター所長 

平成13年６月 取締役就任 

平成13年６月 薬事担当 

平成15年４月 信頼性保証本部長 

平成17年６月 常務取締役就任(現任） 

平成17年６月 人事、社員、総務、建設・環

境、信頼性保証担当 

平成18年４月 人事、社員、総務・環境、信頼

性保証担当（現任） 

11 

常務取締役 

経営企画、経

理・財務、情

報システム担

当 

前川 重信 昭和28年１月18日 

昭和51年４月 当社入社 

平成４年３月 日本経営者団体連盟出向   

平成６年３月 経営計画部課長 

平成14年４月 経営戦略室経営企画部長 

平成16年４月 執行役員 

平成17年６月 取締役就任 

平成17年６月 経営企画、経理・財務、情報シ

ステム担当（現任） 

平成18年６月 常務取締役就任(現任） 

10 

取締役 

生産、資材調

達・国際事業

担当 

鷲見 信好 昭和19年７月20日 

昭和47年９月 E. Merck社入社 

昭和52年７月 当社入社 

平成６年５月 創薬研究本部安全性研究部長 

平成９年４月 医薬国際副本部長 

平成10年５月 研開企画本部副本部長 

平成11年４月 研究開発本部副本部長 

平成11年６月 取締役就任（現任） 

平成13年６月 資源調達・国際事業本部長 

平成17年６月 生産、資材調達・国際事業担当

（現任） 

47 

取締役 研究開発担当 矢野 純一 昭和22年９月12日 

昭和54年11月 当社入社 

平成６年５月 創薬研究本部分子生物学研究部

長 

平成９年４月 創薬研究本部東部創薬研究所長 

平成11年４月 研究開発本部創薬研究所長 

平成11年７月 執行役員 

平成16年４月 研究開発本部副本部長 

平成17年６月 取締役就任(現任） 

平成17年６月 研究開発担当（現任） 

6 

 



 （注） 監査役 大石憲司及び田辺保雄は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 営業担当 左合 敏彦 昭和22年９月７日 

昭和45年4月 当社入社 

平成７年３月 福岡支店北九州営業所長 

平成10年10月 甲信越支店長 

平成13年４月 南関東支店長 

平成15年４月 執行役員 東京支店長 

平成18年４月 執行役員 営業本部長 

平成18年６月 取締役就任（現任） 

平成18年６月 営業担当兼営業本部長（現任）

11 

取締役 
機能食品カン

パニーＣＯＯ 
足立 博司 昭和30年12月５日 

昭和54年４月 当社入社 

平成15年４月 機能食品事業部食品営業統括部

長 

平成17年４月 機能食品カンパニー食品営業統

括部長 

平成17年７月 執行役員 

平成18年６月 取締役就任（現任） 

平成18年６月 機能食品カンパニーＣＯＯ兼食

品営業統括部長（現任） 

6 

常勤監査役  鳥山 陽一 昭和21年４月30日 

昭和44年４月 当社入社 

平成10年10月 営業本部近畿本部総務部長

平成11年７月 経営企画室広報部長 

平成15年４月 法務部長 

平成16年６月 常勤監査役就任(現任） 

5 

常勤監査役  永井 貞泰 昭和22年６月1日 

昭和49年４月 当社入社 

平成12年４月 人事・総務本部人事部長代理

平成14年４月 人事・総務担当人事部部長 

平成16年６月 常勤監査役就任（現任） 

5 

監査役  大石 憲司 昭和13年８月11日 

昭和37年４月 大阪ガス入社 

平成元年６月 同社経理部長 

平成３年６月 同社理事 

平成６年６月 同社監査役就任 

平成12年６月 同社監査役退任 

平成12年６月 （株）オージーキャピタル監査

役就任 

平成15年６月 当社監査役就任(現任） 

平成16年６月 （株）大阪ワールドトレードセ

ンタービルディング監査役就任

(現任） 

平成16年６月 （株）オージーキャピタル監査

役退任 

3 

監査役  田辺 保雄 昭和39年１月４日 

平成５年４月 大阪弁護士会登録 

平成９年１月 京都弁護士会登録替え 

田辺法律事務所入所 

平成16年６月 当社監査役就任（現任） 

平成18年４月 京都弁護士会副会長就任（現

任） 

1 

    計 129 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社は、社会貢献を通じて企業価値を向上させるために、経営の透明性を確保し、すべてのステークホルダー（利

害関係者）への説明責任を果たすことが経営の最重要課題のひとつであると認識しております。そのためにはコーポ

レート・ガバナンスが有効に機能することが必要不可欠であり、企業統治体制のさらなる充実にむけて取り組んでお

ります。 

（１）会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等 

 ① 会社の機関の基本説明 

  当社は、取締役7名と監査役4名（内社外監査役2名）からなる監査役設置会社です。取締役については、その経営

責任を明確にするとともに、経営環境の変化に対して最適な経営体制を機動的に構築するため、任期を1年としてお

ります。 

  監査役は全ての取締役会に出席し、監査役会としての経営監視機能を果たしております。 

  会社の機関・内部統制の関係は、以下に示す通りであります。 

  

  ② 会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況 

  取締役会は代表取締役社長、常務取締役2名、取締役4名の合計7名で構成されており、経営の最高意思決定機関と

しての役割を持ち、原則月１回開催し、取締役会規則に定める重要業務の決定と業務執行状況の監督を行っておりま

す。直前事業年度（平成17年4月1日～平成18年3月31日）の取締役会開催は14回でした。取締役会に提案すべき案件

の内、事前に検討を要する重要な事案については、取締役および監査役全員の出席のもと、起案部門による事前説明

が行われ、事案の細部におよぶ質疑応答を行っています。 

  取締役会が担っている「経営の意思決定および監督機能」から「業務執行機能」を明確に分離するため、執行役員

制度を取り入れております。 

  当社は、人間尊重を第一義として、常に社会貢献を念頭におき、より高い倫理観をもって行動すべく努力を重ねて

おります。このことが、企業価値を向上させることに密接に関連するものと認識しております。内部統制システムも

その手段であり、事業体を構成するすべての人々により実施されるプロセスです。法令を遵守し、業務の有効性と効

率性を求め、それらから導き出される財務報告の信頼性を確保するという目的達成にむけて 合理的な保証を提供す

るものと考えております。平成18年５月12日には、「内部統制システムの構築に関する基本方針」を取締役会で決議

いたしました。 

  当社は、従前より「企業行動憲章」「コンプライアンス・プログラム・スタンダード」等を制定し、企業倫理の啓

発・遵守に努めてまいりました。内部通報制度も、本年4月より企業集団の制度にあらため自浄機能の強化にも取り

組んでおります。それに加え、本年4月の組織改編で、さらなる内部統制構築にむけて、内部監査機能と企業倫理推

進機能に内部統制機能を加え、３室体制とし、その相互補完体制を強化するため、内部統制推進センターとして統合

いたしました。 



 ③ 内部監査および監査役監査の状況 

  監査役会は監査役4名体制で、常勤監査役2名と非常勤社外監査役2名により構成されています。監査役は取締役会

に出席するなど、監査機能の充実に努めております。監査役による監査に加え、監査室（5名）が内部監査規程に則

った業務監査を実施しております。監査役は監査室との間で、連携を密にすべく定例的な会合および必要に応じた適

宜の方法を通じて、相互に監査計画および監査実施結果等を報告するとともに、協議、意見交換を行っております。

 ④ 会計監査の状況 

  会計監査人については監査法人トーマツと監査契約を締結し、適正な会計処理および透明な経営の確保に努めてお

ります。トーマツの指定社員の公認会計士の氏名および継続監査年数は次の通りです。高橋一浩氏：1年、西野徳一

氏：3年。また、監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士2名、会計士補5名、その他2名であります。 

 ⑤ 社外取締役および社外監査役との関係 

  当社は社外取締役を選出しておりません。当社と社外監査役との間には、特別な利害関係はございません。 

（２）リスク管理体制の整備の状況 

  リスクの管理につきましては、危機管理委員会を設置し緊急時対応を行っております。また個別のリスク毎に管理

体制を定めて対応を行っております。 

（３）役員報酬の内容 

  当期の当社取締役および監査役に対する報酬（含前事業年度利益処分による役員賞与）および株主総会決議による

退職慰労金は以下の通りです。 

・取締役に支払った報酬 218百万円  

・監査役に支払った報酬  49百万円 

・退職慰労金           157百万円 

（４）監査報酬の内容 

  当期の当社の会計監査人である監査法人トーマツに対する報酬は以下の通りです。 

①当社及び当社の子会社等が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額 32百万円 

②上記①の合計額のうち、監査証明業務の対価として支払うべき報酬等の合計額 28百万円 

③上記②の合計額のうち、当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額 27百万円 

（注：当社と会計監査人との間の監査契約において、商法特例法に基づく監査と証券取引法に基づく監査の監査報酬

の額を区分しておらず、実質的にも区別できないため、③の金額にはこれらの合計額を記載しております。） 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」といいます。）に基づいて作成しております。 

  ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」といいます。）に基づいて作成しております。 

  ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）

及び当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16年４

月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表につ

いて、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金   15,550   13,873  

２ 受取手形及び売掛金    25,781   24,846  

３ 有価証券   1,300   500  

４ 棚卸資産   8,495   9,211  

５ 繰延税金資産   1,646   1,619  

６ その他   2,248   1,379  

貸倒引当金   △0   △0  

流動資産合計   55,023 55.6  51,429 49.0 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

(1）建物及び構築物 ※２ 25,290   25,093   

減価償却累計額  14,975 10,314  15,161 9,932  

(2）機械装置及び運搬具 ※２ 11,414   11,453   

減価償却累計額  8,943 2,470  9,378 2,074  

(3）工具・器具・備品 ※２ 9,540   9,106   

減価償却累計額  8,353 1,187  7,974 1,131  

(4）土地 ※２  8,350   8,236  

(5）建設仮勘定   7   39  

有形固定資産合計   22,330 22.6  21,414 20.4 

２ 無形固定資産   573 0.6  271 0.3 

３ 投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  15,315   26,406  

(2）長期貸付金   553   483  

(3）繰延税金資産   60   45  

(4）投資不動産 ※３  1,343   1,361  

(5）その他   3,750   3,527  

貸倒引当金   △41   △40  

投資その他の資産合
計 

  20,982 21.2  31,783 30.3 

固定資産合計   43,886 44.4  53,469 51.0 

資産合計   98,909 100.0  104,898 100.0 

 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１ 支払手形及び買掛金    3,711   4,076  

２ 短期借入金 ※２  50   30  

３ 一年内返済予定長期借
入金 

※２  1,297   1,246  

４ 未払金   3,077   2,902  

５ 未払費用   1,106   979  

６ 未払法人税等   1,174   404  

７ 未払消費税等   311   268  

８ 賞与引当金   2,348   2,251  

９ 返品調整引当金   22   11  

10 その他    443   506  

流動負債合計   13,541 13.7  12,676 12.1 

Ⅱ 固定負債        

１ 長期借入金 ※２  3,670   2,424  

２ 繰延税金負債    181   3,950  

３ 退職給付引当金   10,895   9,979  

４ 役員退職慰労引当金   303   －  

５ 連結調整勘定   3   2  

６ その他   174   316  

固定負債合計   15,228 15.4  16,673 15.9 

負債合計   28,770 29.1  29,349 28.0 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   129 0.1  136 0.1 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※６  5,174 5.2  5,174 4.9 

Ⅱ 資本剰余金   4,439 4.5  4,440 4.2 

Ⅲ 利益剰余金   56,515 57.1  57,027 54.4 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  5,218 5.3  10,148 9.7 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △11 △0.0  △0 △0.0 

Ⅵ 自己株式 ※７  △1,325 △1.3  △1,377 △1.3 

資本合計   70,009 70.8  75,412 71.9 

負債、少数株主持分及び資本
合計 

  98,909 100.0  104,898 100.0 



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 売上高   54,251 100.0  53,946 100.0 

Ⅱ 売上原価   23,150 42.7  23,310 43.2 

売上総利益   31,100 57.3  30,636 56.8 

返品調整引当金戻入
額 

  3 0.0  11 0.0 

差引売上総利益   31,103 57.3  30,647 56.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１       

１ 給料及び諸手当  7,293   7,115   

２ 賞与引当金繰入額  1,446   1,364   

３ 販売促進諸費  1,198   1,224   

４ 退職給付引当金繰入額  667   1,068   

５ 役員退職慰労引当金繰
入額 

 51   －   

６ 減価償却費  637   541   

７ 研究開発費  8,485   10,071   

８ その他  6,725 26,507 48.8 6,607 27,992 51.9 

営業利益   4,596 8.5  2,655 4.9 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息  91   96   

２ 受取配当金  108   139   

３ 社宅等賃貸料  351   281   

４ 連結調整勘定償却額  0   0   

５ その他  256 809 1.5 421 938 1.8 

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息  90   57   

２ 寄付金  252   152   

３ 有価証券売却損  －   12   

４ 棚卸資産処分損  107   69   

５ 固定資産処分損  76   120   

６ 賃貸物件費用  92   107   

７ その他   130 748 1.4 82 600 1.1 

経常利益   4,656 8.6  2,992 5.6 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１ 固定資産売却益 ※２ 1,369     292     

２ 厚生年金代行返上益   3,781 5,151 9.5 － 292 0.5 

Ⅶ 特別損失        

１ 台風災害損失   178 178 0.3 － － － 

税金等調整前当期純利
益 

  9,629 17.8  3,285 6.1 

法人税、住民税及び事
業税 

 2,012   1,278   

法人税等調整額  1,990 4,003 7.4 386 1,665 3.1 

少数株主損益   △12 △0.0  8 0.0 

当期純利益   5,639 10.4  1,611 3.0 



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   4,438  4,439

Ⅱ 資本剰余金増加高      

自己株式処分差益  0 0 1 1 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   4,439  4,440 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   51,621  56,515

Ⅱ 利益剰余金増加高      

当期純利益  5,639 5,639 1,611 1,611 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１ 配当金  687  1,023  

２ 役員賞与  57 745 76 1,099 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   56,515  57,027 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

１ 税金等調整前当期純
利益 

 9,629 3,285 

２ 減価償却費  3,016 2,692 

３ 連結調整勘定償却額  △0 △0 

４ 退職給付引当金及び
役員退職慰労引当金
の増減額（減少：
△） 

 △5,159 △1,218 

５ その他引当金の増減
額（減少：△） 

 △3 △108 

６ 受取利息及び受取配
当金 

 △200 △235 

７ 支払利息  90 57 

８ 投資有価証券売却損  － 12 

９ 有形固定資産売却益  △1,369 △292 

10 売上債権の増減額
（増加：△） 

 △2,085 935 

11 棚卸資産の増減額
（増加：△） 

 428 △715 

12 その他流動資産の増
減額（増加：△） 

 △839 866 

13 仕入債務の増減額
（減少：△） 

 288 377 

14 未払消費税等の増減
額（減少：△） 

 1 △42 

15 その他流動負債の増
減額（減少：△） 

 890 △644 

16 役員賞与の支払額  △58 △76 

17 その他  306 332 

小計  4,935 5,222 

18 利息及び配当金の受
取額 

 202 238 

19 利息の支払額  △90 △57 

20 法人税等の支払額  △2,243 △2,001 

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

 2,804 3,402 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

１ 定期預金の預入によ
る支出 

 △120 △140 

２ 定期預金の払戻によ
る収入 

 120 120 

３ 長期性預金の預入に
よる支出 

 △200 △200 

４ 長期性預金の払戻に
よる収入 

 100 100 

５ 有価証券の償還によ
る収入 

 2,300 800 

６ 投資有価証券の取得
による支出 

 △1,709 △3,434 

７ 投資有価証券の償
還・売却による収入 

 5 201 

８ 有形固定資産の取得
による支出 

 △1,646 △884 

９ 有形固定資産の売却
による収入 

 1,569 343 

10 無形固定資産取得に
よる支出 

 △110 △64 

11 貸付による支出  △82 △26 

12 貸付金の回収による
収入 

 114 105 

13 投資不動産の取得に
よる支出 

 △733 － 

14 その他投資への支出  △264 △241 

15 その他  153 △9 

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

 △504 △3,329 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

１ 短期借入金の増減額
（減少：△） 

 △3,980 △20 

２ 長期借入れによる収
入 

 20 － 

３ 長期借入金の返済に
よる支出 

 △1,297 △1,297 

４ 親会社による配当金
の支払額 

 △688 △1,022 

５ 自己株式取得による
支出 

 △448 △50 

６ その他  △0 △0 

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

 △6,393 △2,391 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 13 120 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額（減少：△） 

 △4,080 △2,197 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 20,031 15,951 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※１ 15,951 13,753 

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (イ）連結子会社の数 ３社 (イ）      同左 

  連結子会社は、シオエ製薬㈱、タジ

マ食品工業㈱、NS Pharma,Inc.であり

ます。 

 

 (ロ）非連結子会社名 ローヤル㈱ (ロ）非連結子会社名 ローヤル㈱ 

 連結の範囲から除いた理由 連結の範囲から除いた理由 

  非連結子会社１社（ローヤル㈱）

は小規模会社であり、総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）

は、いずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため、連結の

範囲から除いております。 

        同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

(イ）持分法の適用の会社数 該当ありま

せん 

(ロ）持分法を適用していない非連結子会

社１社（ローヤル㈱）は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持分法の適

用から除外しております。 

(イ）      同左           

(ロ）      同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうちNS Pharma,Inc.の

決算日は、12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、

同日現在の財務諸表を使用し、連結決

算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っており

ます。 

        同左 

  

４．会計処理基準に関する事

項 

(イ）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的債券 

 償却原価法（定額法） 

(イ）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算出しております） 

 

 時価のないもの 

 主として移動平均法による原

価法 

 

 ②デリバティブ 

 時価法 

②デリバティブ 

同左 

 ③棚卸資産 ③棚卸資産 

  主として総平均法による原価法 同左 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

(ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

 ①有形固定資産及び投資不動産 ①有形固定資産及び投資不動産 

  主として定率法によります。ただ

し、平成10年４月１日以降に取得した

建物については、定額法を採用してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は以下の通りで

あります。 

同左 

 建物及び構築物  15年から50年 

機械装置及び運搬具７年から９年 

工具・器具・備品 ４年から６年 

 

 ②無形固定資産 ②無形固定資産 

  定額法によります。ただし、ソフト

ウェア（自社利用分）については、社

内における利用可能期間（主として５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

同左 

 (ハ）重要な引当金の計上基準 (ハ）重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

同左 

 ②賞与引当金 ②賞与引当金 

  従業員の賞与の支払いに備えて、支

給見込額を計上しております。 

同左 

 ③返品調整引当金 ③返品調整引当金 

  当期売上にかかる返品に備えるた

め、予測返品高に対する売買利益相当

額を計上しております。 

同左 

 ④退職給付引当金 ④退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えて、当連結

会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 なお、会計基準変更時差異（△844百

万円）については、５年の均等償却に

より費用の減額処理をしております。

数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（15年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとしておりま

す。過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（15年）による定額法により、費

用処理することとしております。 

従業員の退職給付に備えて、当連結 

会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（15年）に

よる定額法により、発生の翌連結会計

年度から費用処理することとしており

ます。過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（15年）による定額法により、

費用処理することとしております。 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （追加情報）   

  当社は、確定給付企業年金法の施行

に伴い、厚生年金基金の代行部分につ

いて、平成16年4月1日に厚生労働大臣

から過去分返上の認可を受け、平成16

年8月27日に国に返還相当額（最低責任

準備金）の納付を行いました。 

 当連結会計年度における損益に与え

ている影響額は、特別利益として3,781

百万円計上しております。 

  

 ⑤役員退職慰労引当金 ⑤役員退職慰労引当金 

  役員退職慰労金の支給に備えて、内

規に基づく当連結会計年度末要支給額

を計上しております。 

従来、役員の退職慰労金支給に備える

ため、会社内規に基づく当連結会計年度

末要支給額を計上しておりましたが、役

員退職慰労金制度を廃止し、株主総会に

おいて廃止時の要支給額を取締役ならび

に監査役の退任時に支給する旨決議しま

した。なお、その当該支給総額142百万

円は固定負債の「その他」に計上してお

ります。 

 (ニ）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

(ニ）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

 なお、為替予約等の振当処理の対象

となっている外貨建金銭債権債務につ

いては、当該為替予約等の円貨額に換

算しております。在外子会社の資産、

負債、収益及び費用は、子会社の決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は資本の部における為替

換算調整勘定に含めて計上しておりま

す。 

同左 

 (ホ）重要なリース取引の処理方法 (ホ）重要なリース取引の処理方法 

  当社及び国内子会社は、リース物件

の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっており

ます。なお、在外子会社では通常の売

買処理に準じた会計処理によっており

ます。 

同左 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (へ）重要なヘッジ会計の方法 (へ）重要なヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約については、振当処理

を行っております。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 ②ヘッジ手段、ヘッジ対象 ②ヘッジ手段、ヘッジ対象 

 ヘッジ手段…為替先物買予約 

ヘッジ対象…外貨建債務及び外貨建

予定取引 

同左 

 ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

  外貨建債務に係る為替変動リスクを

回避する目的で、為替先物予約を利用

しております。なお、投機目的による

デリバティブ取引は行わない方針であ

ります。 

同左 

 (ト）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

(ト）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

 ①消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

①消費税等の会計処理方法 

同左 

   
   

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定は、５年間で均等償却

しております。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結会社の利益処分については、連

結会計年度中において確定した利益処

分に基づいて、連結剰余金計算書を作

成しております。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３カ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ価値の変動について僅少なリスクし

か負わない短期投資からなります。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ＿＿＿＿＿＿ 

  

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9日）及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第6号 平成15年10月31日））を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（連結貸借対照表）  

 流動負債において、前連結会計年度まで「その他」に

含めて表示していた「未払費用」は、金額の重要性が増

したため、当連結会計年度より独立掲記しております。 

  なお、前連結会計年度の金額は873百万円であります。 

 ＿＿＿＿＿＿  

  

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 非連結子会社に対するもの ※１ 非連結子会社に対するもの 

投資有価証券（株式） 2百万円 投資有価証券（株式） 2百万円 

※２ 担保に供している資産及び担保付債務 ※２ 担保に供している資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次のとおりであります。 担保に供している資産は、次のとおりであります。 

建物及び構築物 3,923百万円 

機械装置及び運搬具 1,801百万円 

工具・器具・備品 139百万円 

土地 232百万円 

合計 6,096百万円 

上記のうち財団抵当に供している資産 

建物及び構築物、土地、機械装置

及び運搬具、工具・器具・備品 
5,648百万円 

建物及び構築物 3,794百万円 

機械装置及び運搬具 1,469百万円 

工具・器具・備品 122百万円 

土地 232百万円 

合計 5,619百万円 

上記のうち財団抵当に供している資産 

建物及び構築物、土地、機械装置

及び運搬具、工具・器具・備品 
5,196百万円 

 担保付債務は、次のとおりであります。  担保付債務は、次のとおりであります。 

短期借入金 50百万円 

１年内返済予定長期借入金 1,149百万円 

長期借入金 3,236百万円 

上記のうち財団抵当に対応する債務 

短期借入金 50百万円 

１年内返済予定長期借入金 1,081百万円 

長期借入金 2,974百万円 

短期借入金 30百万円 

１年内返済予定長期借入金 1,088百万円 

長期借入金 2,126百万円 

上記のうち財団抵当に対応する債務 

短期借入金 30百万円 

１年内返済予定長期借入金 1,033百万円 

長期借入金 1,957百万円 

 



（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※３ 投資不動産の減価償却累計額 42百万円 ※３ 投資不動産の減価償却累計額 232百万円 

 投資不動産の減価償却累計額には、有形固定資

産からの振替分を含んでおります。 

４ 保証債務 ４ 保証債務 

 ㈱京都環境保全公社の借入金に対し、784百万円の

連帯保証（当社の他６社）を行っております。 

 なお、７社の合議で負担割合を均等とする協定を

結んでおります。 

 ㈱京都環境保全公社の借入金に対し、679百万円の

連帯保証（当社の他６社）を行っております。 

 なお、７社の合議で負担割合を均等とする協定を

結んでおります。 

５ 輸出手形割引高 11百万円 ５ 輸出手形割引高 7百万円 

※６ 当社の発行済株式総数は、普通株式70,251千株で

あります。 

※６ 当社の発行済株式総数は、普通株式70,251千株で

あります。 

※７ 当社が所有する自己株式の数は、普通株式2,034千

株であります。 

※７ 当社が所有する自己株式の数は、普通株式2,088千

株であります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費 8,485百万円 

※２ 固定資産売却益の内訳    

   土地売却益 1,369百万円 

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費 10,071百万円 

※２ 固定資産売却益の内訳    

   土地売却益 292百万円 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 15,550百万円 

有価証券 500百万円 

預入期間が３カ月を超える定期

預金 
△100百万円 

現金及び現金同等物期末残高 15,951百万円 

現金及び預金勘定 13,873百万円 

     

預入期間が３カ月を超える定期

預金 
△120百万円 

現金及び現金同等物期末残高 13,753百万円 



（リース取引関係） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装
置及び
運搬具 

68 53 14 

工具・
器具・
備品 

70 47 23 

合計 139 100 38 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装
置及び
運搬具 

68 63 4 

工具・
器具・
備品 

52 42 9 

合計 121 106 14 

 ２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 23百万円 

１年超 14百万円 

合計 38百万円 

１年内 8百万円 

１年超 6百万円 

合計 14百万円 

 （注） 取得価額相当額及び未経過リー

ス料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

（注） 取得価額相当額及び未経過リー

ス料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料 24百万円 

減価償却費相当額 24百万円 

支払リース料 23百万円 

減価償却費相当額 23百万円 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によります。 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によります。 

２．オペレーティング・リー

ス取引 

未経過リース料   

１年内 9百万円 

１年超 13百万円 

合計 22百万円 

未経過リース料   

１年内 10百万円 

１年超 3百万円 

合計 14百万円 



（有価証券関係） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

時価が連結貸借対

照表計上額を超え

るもの 

(1）国債・地方債等 － － － － － － 

(2）社債 2,599 2,615 15 400 400 0 

(3）その他 99 102 2 － － － 

合計 2,699 2,717 17 400 400 0 

時価が連結貸借対

照表計上額を超え

ないもの 

(1）国債・地方債等 － － － 99 97 △1 

(2）社債 800 789 △10 2,499 2,465 △34 

(3）その他 － － － 99 99 △0 

合計 800 789 △10 2,699 2,662 △36 

合計 3,499 3,507 7 3,099 3,063 △35 

 種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1）株式 3,189 12,052 8,863 5,305 22,512 17,206 

(2）債券       

国債・地方債

等 
－ － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

合計 3,189 12,052 8,863 5,305 22,512 17,206 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1）株式 100 82 △17 12 12 △0 

(2）債券       

国債・地方債

等 
－ － － － － － 

社債 － － － 99 96 △2 

投資信託 99 99 △0 800 796 △3 

その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

合計 200 181 △18 913 906 △6 

合計 3,390 12,234 8,844 6,218 23,418 17,200 



 ３．前連結会計年度中および当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 

 ４．前連結会計年度中および当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

５．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

その他有価証券 

当連結会計年度（平成18年３月31日） 

その他有価証券 

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  
売却原価 
（百万円） 

売却額  
（百万円）  

売却損 
（百万円） 

  
売却原価 
（百万円） 

売却額   
（百万円）  

売却損 
（百万円） 

－  －  －  －  社債  200 187 12 

－  －  売却理由 発行会社の格付けが低下した為 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

売却額（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

売却額（百万円）
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

－ － － 13 4 － 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 381百万円 

投資信託の受益証券 500百万円 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 387百万円 

種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

(1）債券         

国債・地方債

等 
－ － － － － 100 － － 

社債 800 2,600 － － 500 2,500 － － 

その他 － 100 － － － 100 － － 

(2）その他 － 100 － － － 196 － － 

合計 800 2,800 － － 500 2,896 － － 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益状況 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自平成17年４月１日

至平成18年３月31日） 

 当企業集団の行うデリバティブ取引については、すべてヘッジ会計を適用しているため、該当事項はあ

りません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）取引の内容 (1）取引の内容 

 当企業集団では、為替先物買予約取引を行っており

ます。 

同左 

(2）取引に対する取組方針 (2）取引に対する取組方針 

 当企業集団では、基本的にデリバティブ取引を利用

しない方針であるが、例外的に当社の輸入商品の顧客

の要請（米ドル）に係る為替先物買予約を行ったもの

であります。 

同左 

(3）取引の利用目的 (3）取引の利用目的 

 当企業集団では、外貨建債務に係る将来の為替相場

の変動によるリスクを回避する目的で、実需の範囲内

で利用するものであります。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

同左 

①ヘッジ会計の方法  

 繰延ヘッジ処理によっている。なお、為替予約に

ついては、振当処理を行っております。 

 

②ヘッジ手段、ヘッジ対象  

ヘッジ手段……為替先物買予約 

ヘッジ対象……外貨建債務及び外貨建予定取引 

 

(4）取引に係るリスクの内容 (4）取引に係るリスクの内容 

 当企業集団の利用する為替先物買予約は、為替相場

の変動によるリスクを有しているが、相手方の契約不

履行によるリスクは、当社の契約先が信用度の高い国

内銀行であり、ほとんどないと認識しております。 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 (5）取引に係るリスク管理体制 

 当企業集団では、特定の為替先物買予約取引である

ため取引に係る管理規程は特に設けておりません。 

同左 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、キャッシュバランス型の企業年金基金制度、退職一時金制度および60才から年金支給開始の65才まで

のつなぎを目的とする加入・掛金選択型確定拠出年金制度を設けております。 

子会社では、退職一時金制度等を設けております。 

２．退職給付債務に関する事項 

 （注） 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

 （百万円） （百万円）

イ．退職給付債務  △25,866   △25,524  

ロ．年金資産  8,195   10,238  

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）  △17,670   △15,285  

ニ．未認識数理計算上の差異  6,167   4,742  

ホ．未認識過去勤務債務  607   562  

ヘ．退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ）  △10,895   △9,979  

       

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

１．連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。 

 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便

法を採用しております。 

２．厚生年金基金の代行返上に関し、当社は、確定

給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の

代行部分について、平成16年4月1日に厚生労働

大臣から過去分返上の認可を受け、平成16年8月

27日に国に返還相当額（最低責任準備金）の納

付を行いました。当連結会計年度における損益

に与えている影響額は、特別利益として3,781百

万円計上しております。 

   



３．退職給付費用に関する事項 

 （注） 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （百万円） （百万円）

イ．勤務費用  932   937  

ロ．利息費用  504   514  

ハ．期待運用収益  △356   △326  

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額  △525   －  

ホ．数理計算上の差異の費用処理額  435   481  

ヘ．過去勤務差異の費用処理額  45   45  

ト．確定拠出年金掛金他  165   54  

チ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト）  1,201   1,706  

リ．厚生年金の代行返上に伴う損益  △3,781   －  

ヌ．計（チ＋リ）  △2,591   1,706  

       

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、イ．勤務費用に計上しております。 

 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、イ．勤務費用に計上しております。 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

イ．退職給付見込額の期間按分方法 期間定額基準 期間定額基準 

ロ．割引率 2.0％ 同左 

ハ．期待運用収益率 4.0％ 同左 

ニ．会計基準変更時差異の処理年数 5年 － 

ホ．数理計算上の差異の処理年数 15年 15年 

 （発生時の従業員の平均残

存勤務年数にわたり定額法

により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度か

ら処理することとしており

ます。） 

（発生時の従業員の平均残

存勤務年数にわたり定額法

により、発生の翌連結会計

年度から処理することとし

ております。） 

ヘ．過去勤務債務の処理年数 15年 同左 

 （発生時の従業員の平均残

存勤務年数にわたり定額法

により、処理することとし

ております。） 

 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）   

退職給付引当金等損金算入限度超

過額 
4,266百万円 

賞与引当金及び未払費用否認 1,148百万円 

減価償却限度超過額 139百万円 

その他 960百万円 

繰延税金資産小計 6,514百万円 

（繰延税金負債）    

固定資産圧縮積立金 △1,263百万円 

その他有価証券評価差額金 △3,626百万円 

その他 △99百万円 

繰延税金負債小計 △4,989百万円 

繰延税金資産の純額 1,525百万円 

（繰延税金資産）   

退職給付引当金等損金算入限度超

過額 
4,085百万円 

賞与引当金及び未払費用否認 1,107百万円 

減価償却限度超過額 119百万円 

その他 1,098百万円 

小計 6,410百万円 

評価性引当額 △154百万円 

繰延税金資産合計 6,255百万円 

（繰延税金負債）   

固定資産圧縮積立金 △1,254百万円 

その他有価証券評価差額金 △7,052百万円 

その他 △234百万円 

繰延税金負債合計 △8,541百万円 

繰延税金負債の純額 2,285百万円 

    

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため注記を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率                       41.0％ 

 （調整）     

 永久に損金算入されない項目         11.0％ 

 永久に益金算入されない項目        △0.9％ 

試験研究費の税額控除              △5.8％ 

評価性引当額の計上                  4.7％ 

その他                              0.7％ 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.7％ 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は、次のとおりであります。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 
医薬品 
（百万円） 

機能食品 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 45,036 9,214 54,251 － 54,251 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
4 － 4 (4) － 

計 45,041 9,214 54,256 (4) 54,251 

営業費用 40,531 9,128 49,660 (4) 49,655 

営業利益 4,510 85 4,596 － 4,596 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
     

資産 59,586 7,103 66,689 32,220 98,909 

減価償却費 2,773 200 2,973 42 3,016 

資本的支出 927 83 1,011 733 1,744 

 
医薬品 
（百万円） 

機能食品 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 44,406 9,540 53,946 － 53,946 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
3 － 3 (3) － 

計 44,409 9,540 53,950 (3) 53,946 

営業費用 41,917 9,377 51,295 (3) 51,291 

営業利益 2,491 163 2,655 － 2,655 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
     

資産 57,844 7,161 65,006 39,892 104,898 

減価償却費 2,486 160 2,647 44 2,692 

資本的支出 938 245 1,184 － 1,184 



 （注）１．事業区分は、販売方法及び製品の種類、性質、製造方法の類似性を考慮して区分しております。 

２．事業区分に属する主要な製品 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度32,220百万円、当連結会計年

度39,892百万円であり、その主なものは、提出会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金

（投資有価証券）、投資不動産、管理部門に係る資産及び子会社を含めた繰延税金資産等であります。 

４．減価償却費には長期前払費用及び投資不動産に係る償却額が含まれております。 

５．資本的支出には投資不動産に係る支出額が含まれております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度については、全セグメントの売上高及び全セグメントの資産の金額の合計

額に占める本邦の割合がいずれも90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度については、海外売上高が連結売上高の10％未満のため、その記載を省略

しております。 

事業区分 主要製品名 

医薬品事業 
泌尿器官用薬剤、炎症・アレルギー用薬剤、血液がん用薬剤、循環器系及び

代謝性薬剤、消化器官用薬剤 

機能食品事業 
調味・香辛料、品質安定保存剤、たん白製剤、除菌・洗浄剤、小麦製品、 

健康食品素材、その他 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）取引金額には消費税等は含まれておりません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）取引金額には消費税等は含まれておりません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員の兼
任等 
（人） 

事業上の
関係 

役員 田辺 保雄 － － 
当社 

監査役 
0.0 － － 

弁護士 

顧問料  
1 － － 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員の兼
任等 
（人） 

事業上の
関係 

役員 田辺 保雄 － － 
当社 

監査役 
0.0 － － 

弁護士 

顧問料  
0 － － 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額    1,025円26銭

１株当たり当期純利益   81円22銭

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額  1,105円56銭

１株当たり当期純利益 22円84銭

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

  

  

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 5,639 1,611 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 69 54 

（うち利益処分案による役員賞与金） (69) (54) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 5,570 1,557 

期中平均株式数（千株） 68,583 68,193 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後５年以内における１年ごとの返済予定の総額 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 50 30 0.8 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,297 1,246 1.1 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 3,670 2,424 1.2 
平成19年から 

平成24年まで 

その他の有利子負債 

取引保証金（流動負債のその他） 
269 271 3.0 契約解消時 

合計 5,288 3,972 － － 

区分 
１年以内 
（百万円） 

１年超２年以
内（百万円） 

２年超３年以
内（百万円） 

３年超４年以
内（百万円） 

４年超５年以
内（百万円） 

長期借入金 1,246 1,202 1,162 30 10 

その他の有利子負債 － － － － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   14,801   13,241  

２．受取手形    1,082   279  

３．売掛金   24,619   24,517  

４．有価証券   1,300   500  

５．商品   510   1,366  

６．製品   3,147   3,116  

７．半製品   1,642   1,214  

８．原料   2,280   2,677  

９．仕掛品   263   272  

10．貯蔵品   93   109  

11．繰延税金資産   1,591   1,568  

12．前払金   1,730   1,028  

13．その他   483   321  

流動資産合計   53,549 55.7  50,214 49.0 

        

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物 ※１ 22,417   22,243   

減価償却累計額  13,359 9,058  13,546 8,697  

２．構築物 ※１ 1,390   1,328   

減価償却累計額  1,009 381  981 347  

３．機械及び装置 ※１ 10,469   10,393   

減価償却累計額  8,256 2,213  8,632 1,760  

４．車輛運搬具  130   124   

減価償却累計額  110 19  110 13  

５．工具・器具・備品 ※１ 9,351   8,925   

減価償却累計額  8,192 1,158  7,819 1,105  

６．土地 ※１  8,206   8,092  

７．建設仮勘定   7   39  

有形固定資産合計   21,044 21.9  20,056 19.6 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

(2）無形固定資産        

１．ソフトウェア   542   244  

２．その他   20   20  

無形固定資産合計   562 0.6  264 0.3 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券    15,312   26,392  

２．関係会社株式  ※２  129   139  

３．出資金   2   2  

４．長期貸付金   69   52  

５．従業員長期貸付金   483   430  

６．長期前払費用   3,040   2,824  

７．投資不動産  ※３  1,343   1,361  

８．その他   701   693  

貸倒引当金   △41   △40  

投資その他の資産合計   21,041 21.8  31,857 31.1 

固定資産合計   42,647 44.3  52,179 51.0 

資産合計   96,196 100.0  102,393 100.0 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形   369   400  

２．買掛金 ※４  3,644   4,127  

３．一年内返済予定長期借
入金 

※１  1,112   1,112  

４．未払金   2,893   2,661  

５．未払費用   1,056   937  

６．未払消費税等   304   257  

７．未払法人税等   1,133   400  

８．預り金   440   479  

９．賞与引当金   2,300   2,200  

10．返品調整引当金   22   11  

11．その他   0   0  

流動負債合計   13,277 13.8  12,588 12.3 

        

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※１  3,326   2,214  

２．退職給付引当金   10,768   9,851  

３．役員退職慰労引当金   292   －  

４．繰延税金負債   180   3,949  

５．その他   173   308  

固定負債合計   14,741 15.3  16,323 15.9 

負債合計   28,018 29.1  28,911 28.2 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※５  5,174 5.4  5,174 5.1 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  4,438   4,438   

２．その他資本剰余金          

（１）自己株式処分差益   0   1   

資本剰余金合計   4,439 4.6  4,440 4.3 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  1,293   1,293   

２．任意積立金        

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

(1）配当準備積立金  800   800   

(2）特別償却積立金  58   133   

(3）固定資産圧縮積立金  1,397   1,817   

(4）別途積立金  44,770   48,770   

３．当期未処分利益  6,352   2,282   

利益剰余金合計   54,672 56.9  55,097 53.8 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  5,218 5.4  10,148 9.9 

Ⅴ 自己株式 ※６  △1,325 △1.4  △1,377 △1.3 

資本合計   68,178 70.9  73,482 71.8 

負債・資本合計   96,196 100.0  102,393 100.0 



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．製品売上高  42,838   42,218   

２．商品売上高  11,186 54,024 100.0 11,579 53,798 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．商品・製品期首棚卸高  4,434   3,658   

２．当期製品製造原価  15,559   14,963   

３．当期商品仕入高  6,768   9,126   

４．商品・製品期末棚卸高  3,658   4,482   

５．他科目より振替 ※１ 59 23,163 42.9 83 23,348 43.4 

売上総利益   30,861 57.1  30,449 56.6 

返品調整引当金戻入   25 0.0  22 0.0 

返品調整引当金繰入   22 0.0  11 0.0 

差引売上総利益   30,864 57.1  30,460 56.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２       

１．販売促進諸費  1,198   1,224   

２．給料及び諸手当  7,293   7,115   

３．賞与引当金繰入額  1,446   1,364   

４．退職給付引当金繰入額  667   1,068   

５．役員退職慰労引当金繰
入額 

 51   －   

６．福利厚生費  1,399   1,392   

７．減価償却費  637   541   

８．旅費  830   806   

９．賃借料  1,062   949   

10．研究開発費  8,495   10,058   

11．その他  3,460 26,543 49.1 3,498 28,018 52.1 

営業利益   4,320 8.0  2,441 4.5 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  48   64   

２．有価証券利息  42   28   

３．受取配当金  112   142   

４．社宅等賃貸料  353   279   

５．その他  253 809 1.5 444 959 1.8 

               

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  81   50   

２．寄付金  252   152   

３．有価証券売却損  －   12   

４．棚卸資産処分損  80   51   

５．固定資産処分損  75   117   

６．賃貸物件費用  92   107   

７．その他  128 711 1.3 79 571 1.0 

経常利益   4,419 8.2  2,830 5.3 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※３ 1,369   292   

２．厚生年金代行返上益   3,781 5,151 9.5 － 292 0.5 

税引前当期純利益   9,570 17.7  3,122 5.8 

法人税、住民税及び事
業税 

 1,950   1,240   

法人税等調整額  2,010 3,960 7.3 365 1,605 3.0 

当期純利益   5,610 10.4  1,517 2.8 

前期繰越利益   1,085   1,105  

中間配当額   343   340  

当期未処分利益   6,352   2,282  



製造原価明細書 

 （注） 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  9,987 64.7 9,221 63.6 

Ⅱ 労務費  2,501 16.2 2,527 17.5 

Ⅲ 経費 ※２ 2,940 19.1 2,734 18.9 

当期製造費用  15,429 100.0 14,484 100.0 

期首仕掛品・半製品棚卸
高 

 1,945  1,906  

期末仕掛品・半製品棚卸
高 

 1,906  1,487  

他科目へ振替 ※３ 6  16  

他科目より受入 ※４ 97  75  

当期製品製造原価  15,559  14,963  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 １ 原価計算方法は、組別工程別総合原価計算で一部

等級別原価計算を採用しております。 

 １ 原価計算方法は、組別工程別総合原価計算で一部

等級別原価計算を採用しております。 

※２ このうち ※２ このうち 

減価償却費 1,138百万円 

電力費 98百万円 

資材部門費を販売費及び一般管

理費より振替 
94百万円 

減価償却費 954百万円 

電力費 100百万円 

資材部門費を販売費及び一般管

理費より振替 
93百万円 

※３ このうち ※３ このうち 

棚卸資産処分損（営業外費用） 6百万円 棚卸資産処分損（営業外費用） 16百万円 

※４ このうち ※４ このうち 

製品及び商品を原料として振替 114百万円 製品及び商品を原料として振替 35百万円 

  



③【利益処分計算書】 

  

  
前事業年度 

 （株主総会承認日） 

 （平成17年６月29日） 

  

  
当事業年度 

  （株主総会承認日） 

 （平成18年６月29日） 

  

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益    6,352   2,282 

Ⅱ 任意積立金取崩額        

固定資産圧縮積立金取崩額   － －  12 12 

合計    6,352   2,294 

Ⅲ 利益処分額        

１．配当金   682   340  

２．役員賞与金   69   54  

（うち監査役分）   (12)  (12) 

３．任意積立金        

特別償却積立金  75   24   

固定資産圧縮積立金  419   －   

固定資産圧縮特別勘定積
立金 

 －   137   

別途積立金  4,000 4,494 5,246 700 862 1,257 

Ⅳ 次期繰越利益    1,105   1,036 

        



重要な会計方針 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）満期保有目的債券 

 償却原価法（定額法） 

(1）満期保有目的債券 

同左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

  期末日の市場価格等に基づく時価

法 

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算出しております） 

同左 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

 時価法 

デリバティブ 

同左 

３．棚卸資産の評価基準及び

評価方法 

 総平均法による原価法 同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産及び投資不動産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物については、定額法によっ

ております。 

主な耐用年数は次の通りであります。 

建物        15年から50年 

構築物       10年から50年 

機械         7年から 9年 

工具・器具・備品   4年から 6年 

(1）有形固定資産及び投資不動産 

        同左 

 

 

 

 

 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法によっております。 

 ただし、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利用可

能期間（主として５年）に基づく定額

法を採用しております。 

同左 

 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

  所定の期間にわたり、均等償却して

おります。 

同左 

  

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

なお、為替予約等の振当処理の対象と

なっている外貨建金銭債権債務につい

ては、当該為替予約等の円貨額に換算

しております。 

同左 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

同左 

 



 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員の賞与の支払いに備えて、支

給見込額を計上しております。 

同左 

 (3）返品調整引当金 (3）返品調整引当金 

  当期売上にかかる返品に備えるた

め、予測返品高に対する売買利益相当

額を計上しております。 

同左 

 (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えて、当事業

年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更時差異（△844百

万円）については、５年の均等償却に

より費用の減額処理をしております。

数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（15年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（15年）による定額法により、費用

処理することとしております。  

 従業員の退職給付に備えて、当事業

年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しておりま

す。       

  数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（15年）による 

定額法により、発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。過

去勤務債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法により、費用処

理することとしております。      

 （追加情報）  

  当社は、確定給付企業年金法の施行

に伴い、厚生年金基金の代行部分につ

いて、平成16年4月1日に厚生労働大臣

から過去分返上の認可を受け、平成16

年8月27日に国に返還相当額（最低責任

準備金）の納付を行いました。 

 当事業年度における損益に与えてい

る影響額は、特別利益として3,781百万

円計上しております。 

 

 (5）役員退職慰労引当金 (5）役員退職慰労引当金 

  役員退職慰労金の支給に備えて、内

規にもとづく当期末要支給額を計上し

ております。 

 従来、役員の退職慰労金支給に備え

るため、内規に基づく当事業年度末要

支給額を計上しておりましたが、役員

退職慰労金制度を廃止し、平成17年６

月29日開催の定時株主総会において廃

止時の要支給額を取締役会ならびに監

査役の退任時に支給する旨決議いたし

ました。なお、その当該支給総額134百

万円は固定負債の「その他」に計上し

ております。  

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約については、振当処理

を行っております。 

同左 

 (2）ヘッジ手段、ヘッジ対象 (2）ヘッジ手段、ヘッジ対象 

 ヘッジ手段…為替先物買予約 

ヘッジ対象…外貨建債務及び外貨建

予定取引 

同左 

 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

  外貨建債務に係る為替変動リスクを

回避する目的で、為替先物予約を利用

しております。なお、投機目的による

デリバティブ取引は行わない方針であ

ります。 

同左 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＿＿＿＿＿＿ （固定資産の減損に係る会計基準） 

   当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年8月9日)及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第6号 平成15年10月31日)）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。 

    

    

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （貸借対照表） 

  流動負債において、前事業年度まで「その他」に含め

て表示していた「未払費用」は、金額の重要性が増した

ため、当事業年度より独立掲記しております。 

 なお、前事業年度の金額は、843百万円であります。 

 ＿＿＿＿＿＿ 

  

  

  

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 担保に供している資産及び担保付債務 ※１ 担保に供している資産及び担保付債務 

 次の固定資産は、借入金の担保に供しておりま

す。 

 次の固定資産は、借入金の担保に供しておりま

す。 

小田原工場財団 

建物 3,086百万円 

構築物 68百万円 

機械及び装置 1,624百万円 

工具・器具・備品 132百万円 

土地 118百万円 

合計 5,030百万円 

一年内返済予定長期借入金 964百万円 

長期借入金 2,892百万円 

※２             ＿＿＿＿＿＿    

       

※３ 投資不動産の減価償却累計額 42百万円 

小田原工場財団 

建物 2,938百万円 

構築物 65百万円 

機械及び装置 1,259百万円 

工具・器具・備品 115百万円 

土地 118百万円 

合計 4,497百万円 

一年内返済予定長期借入金 964百万円 

長期借入金 1,928百万円 

※２ 関係会社株式 139百万円 

   上記金額には、平成18年4月3日設立のラプラス

ファルマ㈱に対する新株式払込金10百万円が含ま

れています。 

※３ 投資不動産の減価償却累計額 232百万円 

 投資不動産の減価償却累計額には、有形固定資

産からの振替分を含んでおります。 

※４ 関係会社に対する負債 ※４ 関係会社に対する負債 

買掛金 1,068百万円 買掛金 1,241百万円 

※５ 授権株数 普通株式 200,000千株

発行済株式総数 普通株式 70,251千株

※５ 授権株数 普通株式   200,000千株

発行済株式総数 普通株式   70,251千株

※６ 自己株式 ※６ 自己株式 

 当社が所有する自己株式の数は、普通株式2,034千

株であります。 

 当社が所有する自己株式の数は、普通株式2,088千

株であります。 

７ 保証債務 ７ 保証債務 

 ㈱京都環境保全公社の借入金に対し、784百万円の

連帯保証（当社の他６社）を行っております。 

 なお、７社の合議で負担割合を均等とする協定を

結んでおります。 

 ㈱京都環境保全公社の借入金に対し、679百万円の

連帯保証（当社の他６社）を行っております。 

 なお、７社の合議で負担割合を均等とする協定を

結んでおります。 

８ 輸出手形割引高 11百万円 ８ 輸出手形割引高 7百万円 

９ 配当制限 ９ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は5,218百万円

であります。 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は10,148百万

円であります。 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ この内訳は ※１ この内訳は 

発送費用を販売費及び一般管理

費より振替 
270百万円 

他科目より振替  計 270百万円 

試用品費を販売費及び一般管理

費へ振替 

54百万円 

製品処分損（営業外費用へ） 42百万円 

製品を工場へ振替 114百万円 

他科目へ振替   計 210百万円 

発送費用を販売費及び一般管理

費より振替 
268百万円 

他科目より振替  計 268百万円 

試用品費を販売費及び一般管理

費へ振替 

123百万円 

製品処分損（営業外費用へ） 26百万円 

製品を工場へ振替 35百万円 

他科目へ振替   計 185百万円 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費 8,495百万円 

※３ 固定資産売却益の内訳 

    土地売却益 1,369百万円 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費 10,058百万円 

※３ 固定資産売却益の内訳 

    土地売却益 292百万円 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

   前事業年度（自平成16年4月1日 至平成17年3月31日）及び当事業年度（自平成17年4月1日 至平成18年3月

31日）における子会社株式で時価があるものはありません。 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

車輛運搬
具 

7 2 4 

工具・器
具・備品 

70 47 23 

合計 77 50 27 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

車輛運搬
具 

7 4 2 

工具・器
具・備品

52 42 9 

合計 59 47 12 

 （注）取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してお

ります。 

（注）取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してお

ります。 

 ２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 14百万円 

１年超 12百万円 

合計 27百万円 

１年内 6百万円 

１年超 6百万円 

合計 12百万円 

 （注）未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

（注）未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

 ３．当会計期間の支払リース料及び減価

償却費相当額 

３．当会計期間の支払リース料及び減価

償却費相当額 

 (1）支払リース料 16百万円 

(2）減価償却費相当額 16百万円 

(1）支払リース料 14百万円 

(2）減価償却費相当額 14百万円 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）   

退職給付引当金等損金算入限度超

過額 
4,218百万円 

賞与引当金及び未払費用否認 1,131百万円 

減価償却限度超過額 139百万円 

その他 903百万円 

繰延税金資産小計 6,392百万円 

（繰延税金負債）   

固定資産圧縮積立金 △1,263百万円 

その他有価証券評価差額金 △3,626百万円 

その他 △92百万円 

 繰延税金負債小計 △4,982百万円 

繰延税金資産の純額 1,410百万円 

（繰延税金資産）   

退職給付引当金等損金算入限度超

過額 
4,039百万円 

賞与引当金及び未払費用否認 1,086百万円 

減価償却限度超過額 119百万円 

その他 1,064百万円 

小計 6,309百万円 

評価性引当額 △154百万円 

 繰延税金資産合計 6,155百万円 

 (繰延税金負債)   

固定資産圧縮積立金 △1,254百万円 

その他有価証券評価差額金 △7,052百万円 

その他 △229百万円 

 繰延税金負債合計 △8,535百万円 

繰延税金負債の純額 2,380百万円 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため注記を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率                       41.0％ 

 （調整）     

 永久に損金算入されない項目         11.6％ 

 永久に益金算入されない項目        △1.0％ 

試験研究費の税額控除              △6.1％ 

評価性引当額の計上                  5.0％ 

その他                              0.9％ 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.4％ 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額    998円42銭

１株当たり当期純利益 80円79銭

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額       1,077円25銭

１株当たり当期純利益   21円45銭

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

  

  

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 5,610 1,517 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 69 54 

（うち利益処分案による役員賞与金） (69) (54) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 5,541 1,462 

期中平均株式数（千株） 68,583 68,193 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 4,809.63 8,657 

㈱京都銀行 1,999,014 2,838 

㈱メディセオ・パルタックホールディ

ングス 
791,710 1,507 

三菱商事㈱ 404,457 1,083 

田辺製薬㈱ 830,000 1,083 

㈱ミレアホールディングス 377.52 879 

アルフレッサホールディングス㈱ 80,696 576 

日本写真印刷㈱ 124,927 553 

東邦薬品㈱ 318,572 551 

三菱倉庫㈱ 260,000 489 

㈱松風 270,000 372 

㈱堀場製作所 100,000 368 

㈱スズケン 93,619 345 

㈱ＮＴＴドコモ 1,609.44 280 

野村ホールディングス㈱ 100,887 264 

㈱ジーエス・ユアサコーポレーション 708,000 225 

宝ホールディングス㈱ 300,000 216 

㈱日興コーディアルグループ 100,324 195 

日本アジア投資㈱ 200,000 186 

㈱三菱ケミカルホールディングス 249,757 181 

㈱ワコールホールディングス 106,000 169 

養命酒製造㈱ 123,000 164 

オムロン㈱ 49,000 162 

㈱島津製作所 206,000 152 

日新火災海上保険㈱ 270,000 151 

竹菱電機㈱ 154,000 131 

麒麟麦酒㈱ 79,000 126 

関西国際空港㈱ 2,140 107 

日本ハム㈱ 77,000 94 

富田薬品㈱ 50,000 75 

㈱国際電気通信基礎技術研究所 1,252 62 

 



【債券】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証券 
その他有

価証券 

㈱バイタルネット 76,734 57 

㈱みずほフィナンシャルグループ 59.52 57 

㈱滋賀銀行 63,000 56 

その他（41銘柄） 1,216,962.45 473 

小計 9,412,907.56 22,899 

計 9,412,907.56 22,899 

銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

有価証券 

満期保有

目的の債

券 

東京三菱銀行社債（２銘柄） 400 400 

ダイムラークライスラー・ジャパン・ホ

ールディング社債 
100 100 

小計 500 500 

投資有価証券 

満期保有

目的の債

券 

東京三菱銀行社債（４銘柄） 700 700 

新日本製鉄社債 100 100 

フォード・モーター・クレジット・カン

パニー社債 
100 100 

独立行政法人福祉医療機構債券 100 100 

日本政策投資銀行債券 100 99 

平成17年度第８回北海道公募公債 100 99 

日産フィナンシャルサービス社債 100 99 

野村ホールディングス社債 100 100 

アメリカン・ホンダ・ファイナンス 100 100 

三菱東京フィナンシャル・グループ社債

（２銘柄） 
200 200 

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ社

債 
100 100 

フォルクスワーゲン・インターナショナ

ル・ファイナンス・エヌ・ブイ社債 
100 100 

三菱セキュリティーズインターナショナ

ル劣後債 
100 100 

広島銀行社債 100 100 

住友商事アメリカ社債 100 100 

オリックス社債 100 100 

日本生命社債 100 100 

ＣＯＢオールジャパン社債 100 100 

トウキョウマリン・フィナンシャルソリ

ューションズ・リミテッド 
100 100 

小計 2,600 2,599 

 



【その他】 

【有形固定資産等明細表】 

銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証 

券  

その他有

価証券 

ＪＦＥホールディングス社債 100 96 

         小計 100 96 

計 3,200 3,196 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

投資信託の受益証券（４銘柄） 80,000 796 

小計 80,000 796 

計 80,000 796 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産        

建物 22,417 320 494 22,243 13,546 650 8,697 

構築物 1,390 22 84 1,328 981 46 347 

機械及び装置 10,469 145 221 10,393 8,632 575 1,760 

車輛運搬具 130 0 6 124 110 5 13 

工具・器具・備品 9,351 388 815 8,925 7,819 395 1,105 

土地 8,206 － 113 8,092 － － 8,092 

建設仮勘定 7 638 606 39 － － 39 

有形固定資産計 51,972 1,517 2,342 51,146 31,090 1,673 20,056 

無形固定資産        

ソフトウェア 1,809 63 186 1,685 1,441 360 244 

その他 20 10 10 20 0 0 20 

無形固定資産計 1,830 74 197 1,706 1,442 360 264 

長期前払費用 4,492 258 9 4,740 1,915 473 2,824 

投資不動産 1,385 207 0 1,593 232 44 1,361 

繰延資産               

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、2,088,792株であります。 

２．増加及び減少の原因は、前期決算の利益処分によるものであります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 5,174 － － 5,174 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注１） （株） (70,251,484)  (70,251,484) 

普通株式 （百万円） 5,174 － － 5,174 

計 （株） (70,251,484)  (70,251,484) 

計 （百万円） 5,174 － － 5,174 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （百万円） 4,438 － － 4,438 

（その他資本剰余金）      

自己株式処分差益   0 1 － 1 

計 （百万円） 4,439 1 － 4,440 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 1,293 － － 1,293 

（任意積立金）      

配当準備積立金 （百万円） 800 － － 800 

特別償却積立金 

（注２） 
（百万円） 58 75 － 133 

固定資産圧縮積立金 

（注２） 
（百万円） 1,397 419 － 1,817 

別途積立金 

（注２） 
（百万円） 44,770 4,000 － 48,770 

計 （百万円） 48,320 4,494 － 52,815 



【引当金明細表】 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 41 40 － 41 40 

賞与引当金 2,300 2,200 2,300 － 2,200 

返品調整引当金 22 11 22 － 11 

役員退職慰労引当金 292 － － 292 － 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 3 

預金  

当座及び普通預金 950 

定期預金 5,800 

譲渡性預金 4,500 

外貨預金 1,986 

合計 13,241 

相手先 金額（百万円） 

バイホロン（株） 35 

青葉化成（株） 27 

（株）江川商店 25 

小堺化学工業（株） 16 

東北化学薬品（株） 16 

その他 157 

合計 279 

期日 金額（百万円） 

平成18年４月 112 

５月 86 

６月 52 

７月 27 

８月以降 1 

合計 279 



③ 売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しているが、上記の金額には消費税等が含まれております。 

④ 棚卸資産 

相手先 金額（百万円） 

（株）スズケン 5,293 

（株）メディセオ・パルタックホールディングス 4,939 

アルフレッサ（株） 3,648 

東邦薬品（株） 2,080 

（株）バイタルネット 879 

その他 7,675 

合計 24,517 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 
(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

÷ 
(B) 
── 
12 

24,619 59,549 59,651 24,517 70.9 5.0ヶ月 

科目 金額（百万円） 
内訳 

医薬品（百万円） 機能食品（百万円） 

商品 1,366 887 478 

製品 3,116 2,408 707 

半製品 1,214 1,122 91 

原料 2,677 1,605 1,071 

仕掛品 272 241 31 

貯蔵品 109 101 8 

合計 8,757 6,367 2,389 



⑤ 支払手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

⑥ 買掛金 

相手先別内訳 

⑦ 退職給付引当金 

 退職給付債務に関する事項 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

ワイス社 205 

ファイザー社 193 

その他 0 

合計 400 

期日 金額（百万円） 

平成18年４月 258 

６月 141 

７月 0 

合計 400 

相手先 金額（百万円） 

シオエ製薬（株） 1,152 

三菱商事（株） 744 

ヤンセンファーマ（株） 525 

ファイザー社 163 

（株）カナエ 119 

その他 1,424 

合計 4,127 

  （百万円）

イ．退職給付債務  △25,353  

ロ．年金資産  10,196  

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）  △15,157  

ニ．未認識数理計算上の差異  4,742  

ホ．未認識過去勤務債務  562  

ヘ．退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ）  △9,851  

    



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、 

10,000株券、100株未満の株数を表示した株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
大阪市中央区北浜二丁目２番21号 

中央三井信託銀行株式会社 大阪支店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 印紙税相当額 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
大阪市中央区北浜二丁目２番21号 

中央三井信託銀行株式会社 大阪支店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国支店 

買取手数料 
当社の定める１単元当たりの売買手数料相当額を買取った単元未満株式の数

で按分した額 

公告掲載方法 

当社の公告方法は電子公告によるものであります。ただし、事故その他やむ

を得ない事由によって電子公告することができない場合には、日本経済新聞

に掲載して行うこととしております。 

公告掲載ＵＲＬ 

http://www.nippon-shinyaku.co.jp/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日） 平成17年４月12日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日） 平成17年５月11日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日） 平成17年６月13日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日） 平成17年７月13日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年７月31日） 平成17年８月８日関東財務局長に提出 

 上記自己株買付状況報告書の訂正報告書                   平成17年11月29日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年８月１日 至 平成17年８月31日） 平成17年９月13日関東財務局長に提出 

 上記自己株買付状況報告書の訂正報告書                   平成17年11月29日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年９月１日 至 平成17年９月30日） 平成17年10月12日関東財務局長に提出 

 上記自己株買付状況報告書の訂正報告書                   平成17年11月29日関東財務局長に提出 

  

(2）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第142期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日関東財務局長に提出 

(3）半期報告書 

 事業年度（第143期）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月19日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    

   平成17年６月29日 

日本新薬株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 山口 弘志  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 西野 德一  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本

新薬株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

新薬株式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    

   平成18年６月29日 

日本新薬株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 高橋 一浩  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 西野 德一  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本

新薬株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

新薬株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    

   平成17年６月29日 

日本新薬株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 山口 弘志  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 西野 德一  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本

新薬株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１４２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本新薬

株式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    

   平成18年６月29日 

日本新薬株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 高橋 一浩  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 西野 德一  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本

新薬株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１４３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本新薬

株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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